
令和８年７月１日 

公益財団法人日本環境整備教育センター 

 

公益充実資金に係る公表事項 

 

公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律施行規則第 23 条第１項第２号に基づき、当財団の公益

充実資金に関する公表事項を掲載しています。 

以下の資料は、行政庁へ提出した公益充実資金に関する書類の内容を掲載したものです。 
 

認定法第21条第２項第４号及び認定規則第46条第１項第４号及び第７号 

【別表A（５）－１（公益充実資金の明細）】 

１． 公益充実資金の前年度末明細 
                                      前年度末 

各資金の明細   実施時期（年度）※西暦     所要額    残高 

受験・受講者減少準備 費用 2029 119,917,534 円 119,917,534 円 

研究助成及び調査研究奨励 費用 2026 10,500,000 円 10,500,000 円 

建物機器修繕 資産 2026 9,360,000 円 9,360,000 円 

 
２． 公益充実資金の本年度末明細 

 

 

                                                                  本年度末 

前期末残高 取崩額（合計値） 取崩額のうち資産取得分以外 積立額 今期末残高 積立限度額 

139,777,534 円 400,000 円 400,000 円 20,000,000 円 159,377,534 円 187,460,000 円

各資金の明細 実施時期（年度）※西暦 所要額 取崩額（個別）                     備考 

受験・受講者減少準備 費用 2029 168,000,000 円 0 円 
 

研究助成及び調査研究奨励 費用 2026 10,100,000 円 400,000 円 
 

建物機器修繕 資産 2026 9,360,000 円 0 円 
 

 
認定法第21条第２項第４号及び認定規則第46条第１項第４号及び第７号 

【別表A（５）－２（公益充実資金の明細）】 

費用  

特定の事業又は資産取得等の名称 受験・受講者減少準備 

当該活動の内容 
浄化槽法に規定する試験及び講習の受験者及び受講者の減少傾向に伴う事業収入の減少は今後も続くことが予
想されることから、事業の実施・運営に支障をきたさないよう備えるための積立資産 

計画期間（目的設定～実施） 西暦 2023 年 6 月 ～ 2034 年 3 月 月 数 （ 129 月 ） 

 

所要額の算定方法 

受験・受講者の動向、過去の実績、見通しを踏まえて収益を推計。人件費は国の人事勧告決定額をベースに平均
昇給額から、職員個々に積み上げて額を算出し、その伸び率を８年度から令和13年度まで同率で推移したのもとし
て換算。試験・講習にかかる事務費は消費者物価指数から、６年度は2.8％、７年度から８年度は1.9％、９年度以降
も同水準を基に必要な費用を推計。今後の収支において、不足が見込まれる額として16,800万円を算定。（令和6
年6月5日理事会で承認された見積額） 

 

費用  

特定の事業又は資産取得等の名称 研究助成及び調査研究奨励 

 

当該活動の内容 

研究助成事業（浄化槽に係る技術の開発等に寄与することを目的として、その基盤となる学術研究及び調査につい
て、大学、国公立研究機関及び公益法人研究機関等に所属する研究者を対象とした助成）及び調査研究奨励事業（
浄化槽に係る調査研究を奨励することを目的として、全国浄化槽技術研究集会において研究発表されるものの中
から選考し顕彰）を実施する。 

計画期間（目的設定～実施） 西暦 2023 年 6 月 ～ 2032 年 3 月 月 数 （ 105 月 ） 

 

所要額の算定方法 

「柴山大五郎記念合併処理浄化槽研究基金」からの寄付金（11,222,917円）により、事業を継続的に実施。 

150万円（助成金100万円、奨励金50万円）×8ヶ年＝1,200万円 

1,200万円-190万円（R6～R7実施分）=1,010万円 

 

資産  

特定の事業又は資産取得等の名称 建物機器修繕 

 

当該活動の内容 

教育センター建物のエレベーターの改修に必要な積立金（エレベーター主要装置の耐用年数は概ね20年。設置後
25年経過となることから、利用者の安全安心のため、適切な時期でのリニューアルを実施する。） 

計画期間（目的設定～実施） 西暦 2024 年 6 月 ～ 2027 年 3 月 月 数 （ 33 月 ） 

 

所要額の算定方法 
エレベーター会社の見積額1,200万円。 

公益目的事業分1,200万円×78%＝936万円 
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